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賃上げ環境整備に向けた県の取組

令和８年２月１６日

宮崎県





(1) 目的

(2) 協定項目

① 価格転嫁の状況に関する情報収集と発信 ② 価格転嫁の円滑化に関する支援情報等の周知

③ パートナーシップ構築宣言の促進

(3) 参画機関・団体（令和7年6月20日拡充）

宮崎県、経済産業省九州経済産業局、国土交通省九州運輸局、厚生労働省宮崎労働局、（一社）宮崎県商工会議所連合会、宮崎県

商工会連合会、宮崎県中小企業団体中央会、宮崎県経営者協会、宮崎経済同友会、宮崎県中小企業家同友会、（一社）宮崎県工業会、

（一社）宮崎県トラック協会、宮崎県森林組合連合会、宮崎県造林素材生産事業協同組合、宮崎県木材協同組合連合会、宮崎県農業

協同組合中央会、宮崎県漁業協同組合連合会、（一社）宮崎県建設業協会、（一社）宮崎県銀行協会、宮崎県信用金庫協会、日本労

働組合総連合会宮崎県連合会

１ 価格転嫁の円滑化に関する協定
(令和5年8月28日締結 令和7年6月20日更新）

－ １ －

（参考）本県の「パートナーシップ構築宣言」宣言企業数：646（令和8年１月15日時点）

中小企業・小規模事業者の賃上げの原資を確保し、成長と分配の好循環を生み出す
ためには、生産性向上とともに、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇分を
適切に価格転嫁することが重要。本協定により、本県における適正な価格転嫁の実現
に向けた気運を醸成し、サプライチェーン全体での共存共栄、付加価値の向上を図り、
中小企業・小規模事業者の稼ぐ力を高めることを目指す。



２ 令和７年度の主な取組

（１）生産性向上に対する主な支援

○ 県内事業者の「稼ぐ力」強化支援事業

・事業概要 事業者の生産性向上・新事業展開等に係る経費の一部を支援
・予算額 ２４２，３３０千円
・担当課 商工政策課

○ ものづくり企業物価高騰対策設備等改修支援事業

・事業概要 県内ものづくり企業等が、省力化や自動化、生産性向上に向けて
行う設備の改修等に要する経費の一部を支援

・予算額 １０１，７４２千円
・担当課 企業振興課

－ ２ －



（１）生産性向上に対する主な支援

－ ３ －

（単位：千円）

R7

○ 介護生産性向上総合事業

介護事業関係者が参加する介護現場革新会議を開催
し、介護事業者の相談窓口である介護生産性向上総合
相談センターを設置するとともに、人材育成等に取り組
む事業者を認証する制度を実施

31,470 長寿介護課

○
再造林を担う新たな「ひな
たのチカラ」確保事業

新たに造林保育作業を開始又は拡大する事業体に対
し、再造林の省力化等に資する資機材導入に要する経
費を支援

26,954 山村・木材振興課

受注企業の価格転嫁促進
事業

価格転嫁促進支援員を配置し、県内の受注企業が価格
交渉を行うための準備や価格交渉後のフォローアップま
でを伴走支援するとともに、価格転嫁の気運醸成に向け
た広報・啓発を実施

5,938 商工政策課

○
先端技術を活用した食の
ビジネスモデル創出拡大
事業

外部専門家を活用して先端技術の導入を図り、生産性
向上や高付加価値化によるスケールアップを図る県内
企業を支援

21,372 企業振興課

○
宿泊業の生産性・サービス
向上支援事業

宿泊事業者の生産性向上やサービスの高付加価値化
の取組に対する補助

129,550 観光推進課

事業名 事業概要
予算額

担当課



（２）人材確保に対する主な支援

○ 若者等ふるさと就職応援事業
・事業概要 本県での就職活動に要する交通費や引っ越し費用等の

補助を行うことにより、県内企業の情報や魅力に触れる
機会を増やし、UIJターンに係る負担感を軽減することで、
若者を中心とした県内就職者の増加を図る。
（ＵＩＪターン就活応援補助金）
ふるさと宮崎人材バンク登録者対象
就職説明会等参加に要する交通費・宿泊費を最大2回まで補助
補助率：1/2、30歳未満は2/3 ※1回当たり上限額5万円

（ＵＩＪターン引っ越し補助金）
ふるさと宮崎人材バンク登録者対象
県内企業にＵＩＪターン就職をした者を対象に、引っ越しに係る
費用を補助
補助率：1/2、30歳未満は2/3 ※上限額15万円

・予算額 ３８，６１８千円
・担当課 雇用労働政策課

－ ４ －



（２）人材確保に対する主な支援

－ ５ －

（単位：千円）

R7

外国人材定着促進支援事
業

企業・外国人向け労働相談窓口を設置し、企業に対する
伴走支援を行うとともに、定着促進に資する取組に要す
る経費補助を実施

41,402 産業政策課

○ 宮崎県ナースセンター事業
未就労看護師等の無料職業相談及び復職支援研修や
勤務環境改善の推進、実態調査、看護学生等への県内
医療機関のPR等を実施

26,444 医療政策課

○
外国人介護人材マッチング
支援事業

海外現地の送り出し機関等において本県の介護の仕事
のＰＲをするとともに、外国人介護人材と介護事業者の
マッチング支援を実施

12,933 長寿介護課

保育人材緊急確保事業
保育士等と保育施設との就職あっせんを行う「保育士・
保育所支援センター」の機能と体制を強化

20,300 こども政策課

宿泊業人材確保対策事業
宿泊業界の人材確保対策として、ホテル旅館組合に対し
て、宿泊事業者の県内就職面談会の開催や経営課題解
決に向けたセミナーの開催等に係る経費を補助

6,350 観光推進課

○
農業外国人材確保・定着
体制構築強化事業

外国人材の受入れやフォローアップ体制の整備 30,136 担い手農地対策課

未来を担う建設人材育成・
確保事業

・建設業界に配置する担い手コーディネーターの人件費
等に対する補助金を措置
・建設産業の魅力をＰＲするイベント等の開催経費を予算
措置
・若者・女性活躍の促進に向けて、建設ディレクターなど
デジタル関連の資格取得等に対する補助金を措置

26,460 管理課

事業名 事業概要
予算額

担当課



（３）働きやすい職場づくりに対する主な支援

○ 働きやすい職場「ひなたの極」強化事業
・事業概要 育児休業取得後の職場復帰を支援する奨励金給付や、

情報発信の強化により、「ひなたの極」認証制度の
更なる普及促進に集中的に取り組み、子育て世帯等の
働きやすい職場環境づくりの推進を図る。
（職場復帰奨励金）
ひなたの極認証企業対象。国の両立支援等助成金受給が要件
給付額15万円（第2子以降の出産に伴う育児休業は5万円加算）

・予算額 ３，５１９千円
・担当課 雇用労働政策課

－ ６ －



（３）働きやすい職場づくりに対する主な支援

－ ７ －

（単位：千円）

R7

女性にやさしい職場づくり
応援事業

女性活躍のための環境づくりを行った企業に対し、取組
内容と目標達成状況に応じて奨励金等を給付

95,141 生活・協働・男女参画課

○
女性活躍推進アウトリーチ
型総合支援事業

視察受け入れ企業の紹介やメンター・アドバイザー派
遣、社内研修の提供等の実施

30,039 生活・協働・男女参画課

医師の働き方改革事業

・労働時間短縮に向けた体制を整備する医療機関に対
する費用を補助
・医師を育成する医療機関（宮崎大学医学部附属病院）
に対する補助を創設

106,400 医療政策課

○
介護の職場環境改善促
進・職場リーダー育成事業

職場環境の改善に関する、介護事業経営者・管理者等
を対象とした講演会の開催や、管理者・リーダー層を対
象とした研修を実施

4,464 長寿介護課

○
男性育児休業取得奨励金
事業

第２子以降の希望を支援するため、男性従業員が育児
休業を取得した中小企業等に奨励金を支給し、男性の
育児休業取得を促進

31,467 こども政策課

○ 造林作業班待遇改善事業
森林組合等の造林作業班の待遇改善を促すため、社会
保険労務士等による指導等を実施

5,662 山村・木材振興課

賃上げにつながる職場環
境整備支援事業

県内企業の持続的な賃上げの後押しや人材確保につな
げるため、セミナーや専門家との個別相談会を実施

4,334 雇用労働政策課

○
みやざきの畜産経営サ
ポート事業

畜産ヘルパー制度や畜産コンサルタント体制の強化 44,764 畜産振興課

事業名 事業概要
予算額

担当課



３ 今後の取組予定（2月補正・令和8年度当初予算案の主なもの）

－ ８ －

（単位：千円）

ＤＸけん引人材育成事業
デジタル活用を前提とした事業戦略策定やデジタルスキル
習得等を支援し、業務効率化と稼ぐ力の両輪で県内産業
のＤＸをけん引する人材を育成

27,925 産業政策課

物価高騰対策DX推進事業
物価高騰の影響を受ける県内の中小企業に対して、収益
力向上や生産性強化に向けたデジタルツール導入、ＤＸ推
進に資するシステム実装を支援

100,000 産業政策課

持続可能な林業経営体
育成事業

ひなたのチカラ林業経営者や林業経営体に対する資機材
導入費用の補助等

45,544 山村・木材振興課

県内事業者の「稼ぐ力」強
化支援事業

事業者の生産性向上・新事業展開等に係る経費の一部を
支援

452,847 商工政策課

ものづくり企業物価高騰対
策設備等改修支援事業

物価高騰等の影響を受けた製造業者が、省力化や自動
化、生産性向上のための生産設備の改修、先端技術への
投資を行う際の経費の一部を支援

376,987 企業振興課

畜産生産ランクアップ緊急
支援事業

畜産資材等の価格が高騰する中で、生産性の向上やコスト
低減などによる経営強化や改善等の取組に必要な経費
（資機材費）を支援

150,000 畜産振興課

事業名 事業概要 予算額 担当課

１　生産性向上に対する主な支援



３ 今後の取組予定（2月補正・令和8年度当初予算案の主なもの）

－ ９ －

（単位：千円）

海外連携強化による外国
人材確保事業

海外の送出機関等との連携を強化するとともに、外国人材
に係る県内企業の求人情報等を集約して、マッチングの仕
組みを構築

24,392 産業政策課

産学官連携による産業人
財創出事業

産業人財育成プラットフォームにコーディネーターを配置
し、産学官連携の取組を強化

18,868 産業政策課

バス・タクシー運転士確
保・定着支援事業

乗合バス・タクシー事業者に対し、運転士確保のためのPR
や免許取得のほか、定着に向けた就労環境の改善、外国
人運転士の確保・育成に要する経費の一部を補助

16,686 総合交通課

外国人介護人材獲得強化
事業

介護福祉士養成施設や介護事業所が行う、海外現地での
情報収集や求人活動等外国人材確保に資する取組に係る
経費を補助

5,000 長寿介護課

ものづくり・ICT企業人材確
保支援事業

キャリア実習等の実施や、県内ICT企業のPRと人材確保に
繋げる展示会の開催等により、本県ものづくり・ICT企業の
人材育成・確保を支援

11,864 企業振興課

事業名 事業概要 予算額 担当課

２　人材確保に対する主な支援



３ 今後の取組予定（2月補正・令和8年度当初予算案の主なもの）

－ 10－

（単位：千円）

ふるさと宮崎人材バンク
マッチング等促進事業

県内企業情報に精通した専任コーディネーターを配置し、
企業とUIJターン就職希望者とのふるさと宮崎人材バンクを
介した円滑なマッチングを促進

4,718 雇用労働政策課

農業外国人材「育成就労
制度」体制構築事業

海外教育機関との連携による農業に精通した人材確保や
入国後の農業技術習得に向けた研修の実施、多言語化へ
の対応に取り組む農業者を支援

18,496 担い手農地対策課

農業法人等経営強化支援
事業

法人等雇用型経営体の支援に向けた体制づくり、各地域
の実情に応じた就労環境の整備や人材活用手法のモデル
実証等を支援

25,942 担い手農地対策課

ひなたの「とも活」啓発強
化事業

女性活躍に取り組む企業の情報や、家事や育児の負担を
分かち合う「とも家事」の重要性を強力に発信

18,258 生活・協働・男女参画課

医療・福祉介護分野の処
遇改善や物価高騰に対す
る支援事業

医療機関や介護事業所・障害福祉サービス事業所等にお
ける従事者の処遇改善及び物価上昇に対する支援や、介
護事業所のサービス継続に向けた支援等の実施

3,600,292

医療政策課
長寿介護課
障がい福祉課
薬務感染症対

策課

最低賃金引上げ対応緊急
支援事業

令和７年度の最低賃金の大幅な引上げに対応した県内中
小企業等に支援金を支給し、企業等における経営への影
響緩和・雇用維持を促進

2,917,794 雇用労働政策課

事業概要 予算額 担当課

２　人材確保に対する主な支援

３　働きやすい職場づくりに対する主な支援

事業名



４ 支援策の周知

○ 国の支援策（業務改善助成金等）のチラシの配布

○ 中小企業のための支援事業案内の作成、ホームページ掲載

○ 県の情報誌やテレビＣＭ、ＳＮＳを活用したPR など

－ 11－



「若者や女性に選ばれる地方」
に向けた取組

宮崎県総合政策部 生活・協働・男女参画課女性活躍推進室



１ 若者・女性の県外流出

・本県では、１０代後半から２０代前半にかけて、進学や就職などで多くの若者が県外へ流出。
・特に女性は、男性に比べて２０代前半の流出が多く、その後の転入も少ない。

※住民基本台帳人口移動報告（令和元年～６年） １



２ 子ども・若者プロジェクトについて

自然減･社会減対策の好循環創出

県内定着促進・人口減少抑制

◎みやざき女性の活躍推進会議の取組強化

○女性活躍促進に向けたアウトリーチ支援

○男女共同参画センターによる相談・啓発 など

◎若者のＵＩＪターン就職支援

◎非正規労働者等の
正規雇用への転換支援

◎若者・女性等のキャリア形成、
スキルアップ、起業支援

◎女性就業支援センターの体制強化

◎中高生が県内企業の魅力に触れる
機会の拡大 など

３ 若者・女性のチャレンジ応援

◎女性にやさしい職場環境づくりに
取り組む企業の支援（ソフト・ハード）

○働き方改革、業務効率化の支援 など

２ 柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大

少子化･人口減少の
急加速

若者・女性の
顕著な県外流出

自然減対策の更なる充実

社会減対策の強化

１ 県内定着・活躍促進の機運醸成

○若者･女性が生き生きと活躍できる

環境づくり

○ＵＩＪターンの更なる促進

若者･女性を重視した人口減少対策の強化

子ども・若者プロジェクトの新たな展開－若者・女性を重視した人口減少対策の強化－

❶ 社会動態（前年10月1日から当年9月30日まで）

ＰＪ前（令和４年）▲1,072人 ⇒ 現況（令和６年）▲110人 ⇒ 令和８年 ０人主なＫＰＩ
（成果指標） ❷ 県内企業の管理職（係長相当職以上）の女性割合

ＰＪ前（令和４年度）23.2％ ⇒ 現況（令和５年度）24.3％ ⇒ 令和８年度 30.0％

ひなたで
見つけた、
わたし

らしさ。

「子ども・若者」
プロジェクト
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２ 子ども・若者プロジェクトについて （柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大）

女性にやさしい職場づくり応援事業

女性が個性と能力を十分に発揮できる職場環境づくりを推進するため、女性の積極採用や管理職登用、

多様な働き方など、女性の活躍推進や、女性が働きやすい環境整備に取り組む企業へ奨励金・補助金を

支給 （※補助対象：従業員１０名以上３００人以下の県内企業）

タイプＡ

国のえるぼし認定を
新たに取得した企業

奨励金
１００万円

女性活躍に取り組む
企業

女性にやさしい環境を
整備する企業

奨励金
最大１００万円

補助金
最大６０万円

タイプＢ タイプＣ

（積極登用・多様な働き方等） 女性専用トイレの新設、
更衣室の整備等

３



２ 子ども・若者プロジェクトについて （柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大）

女性にやさしい職場づくり応援事業

事業の活用例

【ケース１】建設業A社（県西地域）

国のえるぼし認定取得により、奨励金１００万円支給

⇒ 国のえるぼし認定を取得したことで、会社のイメージアップに

つながり、優秀な女性社員を採用することができた。

【ケース２】運送業B社（県央地域）

女性専用トイレの新設に補助金６０万円を活用

⇒ 女性社員が利用しやすい専用トイレが完成したことで、

職場環境だけでなく職場全体の魅力も向上した。

４



２ 子ども・若者プロジェクトについて （柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大）

男性育児休業取得奨励金

男性従業員が４週間以上の育休を取得した企業等に対し、以下のメニューを組み合わ
せて、１社あたり最大１００万円の奨励金を支給
◆４週間以上の育休を取得 ２５万円／年度１回限り
◆育休取得者に育休給付金とは別に手当を支給 上限５万円／４週間あたり
◆代替人員として新たな従業員を雇用 ２０万円／取得者１人あたり
◆育休取得者と同所属の従業員に手当を支給 上限２０万円／取得者１人あたり

令和７年度の交付決定件数 ３３件（令和７年１２月末時点）

働きやすい職場「ひなたの極」認証

ワークライフバランス実現に向けた職場環境づくりを
積極的に行い、特に優れた取組成果が認められる企業などを
“働きやすい職場『ひなたの極』”として知事が認証

◆認証企業件数：９６社（令和７年１２月末時点）
５



２ 子ども・若者プロジェクトについて （若者・女性のチャレンジ応援）

若者・女性の起業チャレンジ支援

県内経済の発展・成長と、女性・若者の県内定着及びＵＩＪターンの
増加を図ることを目的に、２つの事業で起業に要する対象経費を補助

◆ビジネスプランコンテスト（35歳以下の若者・女性対象）
◆地域魅力度アップによる女性・若者の県内定着支援

令和７年度の応募件数：６６件（うち採択１１件、創業済み１０件）

＜創業事例＞
・遊休農地を開拓しアウトドア拠点を整備・運営
・女性の健康支援に特化した薬局開設
・地域の植物を原料とした洗剤製造 等

６



３ 広報・啓発活動の強化 （「とも活」の推進）

女性も男性も、ともにいきいきと活躍できる宮崎づくりを推進するため、

今年度から新たに11月を本県独自の”ひなたの「とも活」推進月間”に制定。

職場における女性活躍と、家事や育児の負担を分かち合う

「とも家事」を一体的に啓発。

◆ ひなたの「とも活」推進大会の開催

令和７年１１月１９日（水） MRT Micc

参加者数：２１５名

◆ 啓発動画の放映（１１月及び２月）

テレビCM、街頭ビジョン、県公式YouTube

令和７年度の取組

７



４ 若者・女性がいきいきと活躍できる環境づくり

本県のめざす姿

若者・女性が働きやすい
職場づくり

優秀な人材確保
企業の生産性・業績向上

企 業

固定的な性別役割分担意識の
解消

県内定着促進・人口減少抑制

地域社会

行 政
職場改善支援

意識啓発

８


